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近年，我が国では集中豪雨や地震などの自然災害頻発している．そこで，国土交通省は2020
年2月に立地適正化計画に関する法律を改定し，居住誘導区域内に災害ハザードエリアが含まれ

る場合，新規立地抑制や移転促進等を新たに追加した．そのため，災害ハザードエリアに住む

人の居住継続意識構造を分析することにより，移転促進や，移転が難しい場合には災害対策を

講じることで，自然災害による被害を抑制することが出来ると考えられる．そこで本研究では，

居住地の自然災害リスクの種類によって居住継続意識構造に影響を与える要因について明らか

にすることを目的とする．     
 Key Words :Continity of Living, Natural disasters, Disaster hazard area,  Ground edge  

 
 
1. はじめに 
 
現在我が国では，地方部における人口減少，少子

高齢化が急速に進行している．それに伴い，社会保

障費の増加による地方財政の悪化や商業施設撤退等

による生活利便性の低下などが問題となっている．

そこで，国土交通省では持続可能な都市運営を計る

ため，2014 年に立地適正化計画を導入し、都市施

設や住居がまとまって立地する拠点を形成し、これ

らの拠点を公共交通機関等でつなぐ「コンパクト・

プラス・ネットワーク」という都市構造政策を進め

ている. 
一方で近年，我が国では集中豪雨や地震などの自

然災害が頻発し，日本各地で被害が出ている状況で

ある．豪雨災害等が近年増加している背景として，

気候変動とともに，浸水等の危険が高い区域に居住

する人が増加していることが指摘されている 1)．ま

た，将来的にも，国土交通省が 4 種類（洪水，土砂，

地震，津波）の災害ハザードエリアに住む人の総人

口に対する割合が，2015 年から 2050 年までに約

2.8％増加する 2)という推計結果を示した．これらの

災害危険区域の人口が増加している原因として，先

程の立地適正化計画における居住誘導区域に浸水想

定区域等の災害ハザードエリアが含まれるケースが

多いこと 3)が考えられる．そのため，国土交通省は，

2020年 2月に立地適正化計画を改正し，ハザードエ

リアへの新規立地の抑制，既存の建物の移転促進，

防災対策を盛り込んだ「防災指針」の作成などを改

定した．そこため，災害の種類や度合いによって，

居住者の居住継続意識に与える要因に違いがあるか

を分析することは，法改正による影響を分析する上

で有用であると考える． 
これらの施策を進めていく上では，対象地域の災

害の危険度や頻度，地理的要因を考慮する必要があ

る．例えば，東日本大震災時のような大津波は発生

確率は低いが沿岸部地域に大きな被害を及ぼす．一

方，洪水被害は頻度は多いが比較的被害の少ない．

このように災害の頻度や種類や地理的要因は居住継

続性に影響を与える要因が異なることが考えられる．  
また，本研究の先行研究である吉川，鈴木ら 4）

の研究では，居住継続には，利便性や快適性だけで

なく地域の歴史や先祖代々その地域に住んでいるな
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どの地縁が影響していることを明らかにした．その

ため，本研究でも歴史や地縁が居住継続に影響を与

えることも着目して分析を行う． 

そのため，本研究では，災害ハザードエリアのデ

ータを用いて Web アンケート調査回答者の居住地

のハザードエリア判定を行い，居住地のハザードエ

リアの種類毎に居住継続に影響を与える要因を共分

散構造分析を用いて明らかにする． 
 

2. 既存研究と本研究の位置づけ  
 
居住継続に関する研究として，有川，塚井ら 5)は

生活利便性が異なる都市部及び中山間地域の複数の

市町村において，生活利便性の評価，居住理由と個

人属性及び居住意向に関して分析を行った．引地，

青木ら 6)は物理的環境に対する評価（医療施設や景

観などの満足度）と，社会的環境に対する評価（住

民との交流やまちの治安などの満足度）は完全に独

立しているのではなく一定の相関が有ると考えこれ

らを包括する概念として地域に対する愛着（定住意

向や住みやすさなどの満足度）と定義し，物理的環

境と社会的環境が地域への愛着の形成過程に与える

影響について分析した．菊澤・近藤 7)は，生活利便

性等の住環境とともに，人々の主観的評価である幸

福度が定住意向の主要な規定要因となっていること

を示した．  
災害について着目した居住継続に関する研究とし

て，森田，小暮ら 8)は限界自治体において，生活質

評価アンケートを実施し，災害危険性に着目した上

で，住民の生活質と居住意向の関係を明らかにした．

その結果として，生活利便性と居住意向の関係は確

認できたが，災害危険性と居住意向の関係について

は，十分に確認できなかった．古山 9)は被災程度の

異なる複数の集落を含む被災地域を対象に，過疎地

域の被災状況と住民が意識している暮らしの変化が

居住継続意向に与える影響を明らかにした．その結

果，被災集落では災害による暮らしの変化は実感す

るも，移転意向には直接影響することはないことを

示すした．田中 10)は緊急避難から避難生活における

知見をもとに，その後の安定的な居住への移行段階

に着目して，被災者がどのような要因で再定住地の

選択を行ったのかを明らかにした． 
本研究の先行研究として，吉川ら 4)は，居住意向

に影響を与える要因として，地域が経てきた歴史的

要因及び家系がその土地にいつから住んでいたかな

どの地縁に着目し分析を行った．その結果，人口減

少地域において「歴史・地縁」に対する評価が居住

意向に大きく影響を与えることを示した． 

しかし，これの研究では，居住地が災害ハザード

エリアに含まれているか否かや，災害ハザードエリ

アの種類によって居住継続意識に違いが見られるの

かが明らかにされていない．そこで，本研究の目的

を，居住地の自然災害リスクや災害ハザードエリア

の種類によって，居住継続意識に与える要因を分析

し，明らかにすることとする． 

3. 本研究の方法と使用データ  
 
(1) 研究の方法と手順 
 3 章では，分析に使用した Webアンケート調査の

内容，及び分析方法を示す．4 章では，Web アンケ

ート調査から得られた集計結果，及び分析結果を示

し，ハザードエリア別に居住継続意識に影響を与え

る要因を明らかにする．5 章では，結論として，本

研究のまとめについて示す． 
 
(2) Web アンケート調査の概要 
 本研究では，先行研究である吉川ら 10)が 2019 年

12 月に中部地方及び三重県の 51 市町村を対象に実

施した，Webアンケート調査を用いて分析を行った．

Webアンケート調査の概要を表-1に，調査項目を表

-2 に示す．調査項目は，大きく分けて個人属性，生

活満足度，土地柄，居住意向の 4 つである．居住継

続意向に関する項目は，「そう思わない」，「あま

りそう思わない」，「どちらともいえない」，「や

やそう思う」，「そう思う」の 5 段階評価で聞いて

いる．  
 

表-1 Webアンケート調査の概要 
調査対象 対象地域に在住の15歳以上の一般住民 
調査時期 令和元年12月 

回収方法 Web回収 

回収票 2081 
対象地域 10県51市町村 ※（）内はサンプル数 

愛知県 
蟹江町(52)，小牧市(103)，瀬戸市(103)，扶桑

町(42)，武豊町(52)，知立市(62)，長久手市

(83)，東海市(93)，尾張旭市(103)，豊明市

(93)，設楽町(6)，東栄町(5)，豊根村(3)，北名

古屋市(62) 
岐阜県 岐南町(42),白川村(2),中津川市(62),飛騨市

(51) 

三重県 
東員町(47),熊野市(26),川越町(42),朝日町(21),
南伊勢町(21),尾鷲市(37) 

山梨県 甲斐市(98),上野原市(43),南アルプス市(93),山
中湖村(11),道志村(4),忍野村(6) 

静岡県 伊東市(93),御殿場市(52) 
石川県 加賀市(31),津幡町(62) 

長野県 
阿智村(11),阿南町(7),下條村(10),喬木村(11),
高森町(21),根羽村(3),松川町(33),泰阜村(2),大
鹿村(1),天龍村(3),売木村(1),平谷村(1),原村

(11),飯田市(89) 
富山県 黒部市(52) 
新潟県 湯沢町(16) 
福井県 鯖江町(103) 
質問項目 ・個人属性 

年齢，未既婚，子供の有無 など 

・生活満足度（不満～満足の5段階評価） 

商業施設へのアクセスの良さ，鉄道の利用しや

すさ，自然環境の良さ，治安の良さ，近所付き

合いの良さ など 

・歴史・地縁 

地域に歴史的構造物があるか，過去に災害の被

害を受けたことがあるか（災害履歴），古くか

らの慣習があるか，近辺に家族や親族が住んで

いるか など 

・居住継続意向（5件法） 
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(3) 回答者の居住地とハザードエリアの対応付け 
 上述した Web アンケート調査では，回答者の住

所を○○市△△町などの大字単位までは把握してい

るが，ハザードエリアに含まれているか否かを聞い

ていない．そこで，国土交通省が公開している，国

土数値情報における災害・防災の項目から「土砂災

害警戒区域」，「洪水浸水想定区域」，「津波浸水

想定」の 3 つのデータを用いて，回答者の居住地が

それぞれのハザードエリアに含まれるかの判定を行

った．なお，回答者が○○市△△町のどこに住んで

いるかまでは把握できないため，その地域の一部で

もハザードエリアが含まれている場合，ハザードエ 
リアに含まれると判定した．例として，三重県尾鷲

市のハザードエリアの回答者の居住地を図-1 に示す 
また，筆者らは今までに，ハザードエリアを含む

か否かにおいての集計結果は示した 11)が，ハザード

エリアの種類別では行っていなかったてため，ハザ

ードエリアを含まない地域，土砂災害警戒区域，浸

水想定区域，津波浸水想定それぞれにおいて集計も

同時に行う． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
図-1 ハザードエリアと回答者の居住地(尾鷲市) 

 
(4) 分析方法 
 まず始めに，Web アンケート調査の回答で得ら

れたものを観測変数として,観測変数の背後に潜む

因子を抽出するために因子分析を行う．因子分析は，

「ハザードエリアを含まない地域」，「洪水浸水想

定区域」，「津波浸水想定区域」，「ハザードエリ

アを含む地域」，の 4 パターンで行った．また，因

子分析を行う前に，同様に 4 パターン全てにおいて

スクリープロットのも行う．その結果から因子数を

決定し，各因子に対する因子付加量の大きさを考慮

して，因子の命名を行う． 
 最後に，4 パターン全てにおいて因子と居住意向

の関係性を調べ，災害の種類毎に居住継続性に影響

を与える要因を明らかにする．分析方法としては，

共分散構造分析を用いる． 
 

(5) 仮説の設定 
 本研究の共分散構造モデルの仮説を図-2に示す． 
個人属性，通勤・通学環境，生活の質，歴史・慣習，

地縁，地域コミュニティ，居住意向に関するデータ

は上述した Web アンケート調査から得られたデー

タを使用した．また，共分散構造分析の構造仮説に

ついては表-2 に示す． 
 先行研究である，吉川ら 10)のモデルを参考に仮

説 1 から仮説 7 を設定した．吉川ら 10)のモデルで

は，「歴史・慣習」と「地縁」をまとめて「歴史・

地縁」として仮説を設定していた．しかし，歴史は

個人と住む地域の歴史のある物や慣習との関係であ

り，地縁のような人と人の繋がりとは違うため，居

住意向に与える影響が違うと考えられる．そのため，

本研究では「歴史・慣習」と「地縁」に分けて仮説 
の設定を行った． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
図-2 共分散構造モデルの構造仮説 

 
表-2 共分散構造モデルの仮説 

仮説 1 個人属性の違いが，居住意向に影響を与

えている 

仮説 2 利便性に対する評価が，居住意向に影響

を与えている 

仮説 3 快適性・安心・安全に対する評価が，居

住意向に影響を与えている 

仮説 4 地縁の違いが，居住意向に影響を与えて

いる 

仮説 5 歴史・慣習に対する評価が，居住意向に

影響を与えている 

仮説 6 地域コミュニティに対する評価が，居住

意向に影響を与えている 

仮説 7 通勤・通学環境の違いが，利便性評価に

影響を与えている 
 
4. 本研究の結果と考察  
 
(1) Web アンケート調査のハザードエリア別集計 
 Webアンケート調査の回答者の居住地とハザード

エリアの対応付けの結果から，各ハザードエリアの

サンプル数は表-3 のようになった． 
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表-3 ハザードエリア別のサンプル数 
 サンプル数 

ハザード無し 801 
土砂災害警戒区域 737 
洪水浸水想定区域 684 
津波浸水想定区域 192 

 
 回答者の居住者がハザードエリアを含まない地域，

土砂災害警戒区域，浸水想定区域，津波浸水想定の

場合で比較した集計結果を以下に示す．調査項目と

しては，年齢，災害履歴，災害安全性，居住継続意

向に関する結果のみを示す． 
 回答者の年齢分布を図-3に示す．図-3よりハザー

ドエリアを含む地域は，ハザードエリアを含まない

地域に比べ，高齢者（特に 60 歳以上）の割合が高

く，30 歳未満の若者の割合が低い結果となった 
また，ハザードエリアの種類別にみると，土砂災害

警戒区域と津波浸水想定区域は洪水浸水想定区域と

比較して 50 歳以上の割合が高く，40 歳未満の割合

が低い結果となった．土砂災害警戒区域は山間部，

津波浸水想定区域は海辺であり，洪水浸水想定地域

は河川付近なので前者 2 つより比較的都市部へのア

クセスがしやすく若い世代が住みやすいからである

と考えられる．  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図-3 年齢分布 
 
 災害履歴に関する回答結果を図-4に示す．図-4よ
りハザードエリアを含まない地域は過去に大きな災

害を受けた人の割合が低い結果となった．これは，

単純にハザードエリアの方が過去に災害が起こって

いる確率が高いからだと考えられる．ハザードエリ

ア別で見ると，特に津波浸水想定区域では他と比べ

て過去に災害を受けた経験がある人の割合が高い結

果となった．津波浸水想定区域については 60 歳以

上の割合が高いことが影響していると考えられる．  
災害への安全性の満足度の回答結果を図-5に示す．

図-5よりハザードエリアを含まない地域のほうが不

満を持つ人の割合が低く，満足している人の割合が

高い結果となった．これは，前述の災害履歴でも過

去の災害経験が少ないことからも災害安全性に満足

していると考えられる．ハザードエリア別で見ると

津波浸水想定区域は他 2 つと比べて不満に思う人の 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図-4 災害履歴 
 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図-5 災害安全性に対する満足度 
 
割合が高く，満足の割合は最も低い結果となった．

これは，災害履歴において津波浸水想定区域が過去

に大きな災害を受けたことがあると回答した人の割

合が高かったことが影響していると考えられる． 
現在の居住地に住み続けたいと思うかの回答結果

を図-6に示す．図-6よりハザードエリアを含まない

地域の居住者は「そう思わない」，「あまりそう思

わない」の回答の割合が低く，「ややそう思う」，

「思う」の回答が高い結果となった．つまり，居住

継続意識が高い結果となった． ハザードエリア別

に見ると，土砂災害警戒区域及び津波浸水想定区域

において，「そう思わない」，「あまりそう思わな

い」と回答した割合が高く，洪水浸水想定区域は

「ややそう思う」，「そう思う」と回答した人の割

合が高い結果となった．  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図-6 住み続けたいと思うか 
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(2) 因子分析の結果 
 因子分析を行う前に，因子数の目安を得るために

「ハザードエリアを含まない地域」，「土砂災害警

戒区域」，「洪水浸水想定警戒区域」，「津波浸水

想定区域」の全 4 パターンにおいてスクリープロッ

トを行った．例として，ハザードエリアを含まない

地域のスクリープロットを図-7に示す．図-7では，

8 を超えると固有値の低下が小さくなることから，

因子数を 8 と設定した．残り 3 パターンも同様に行

った結果，「土砂災害警戒区域」を因子数 7，それ

以外は因子数 8 と設定した． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図-7 スクリープロット図(ハザードなし) 

 
 次に，4パターン全てにおいて，Webアンケー

ト調査の回答で得られた観測変数の背後に潜む因子

を抽出するために，因子分析を行った．因子の回転

法は，プロマックス法（斜交回転）を用いた．表-5
に，「ハザードエリアを含まない地域」における，

観測変数の因子負荷量を計算した結果を示す． な
お，今回のWebアンケートでおける調査項目の内，

寄与率や因子負荷量の小さい変数に関しては，因子

分析の対象となる観測変数の中から除外した． 
この表のうち，各観測変数に対して最も因子負荷量

が大きい変数を黄色で示した．因子に属する観測変

数から，各々の共通因子の名称を決定した．因子1
は，居住意向，居住年数因子負荷量が大きく，「居

住意向」とした．因子2は自然環境や景観・眺望，

治安の良さなど快適性に関する因子負荷量が大きい

ことから，「快適性・安全・安心」とした．因子4
は，中心市街地，商業施設へのアクセスの良さや鉄

道の利用のしやすさなど利便性に関する項目の因子

負荷量が大きいことから「利便性」と命名した．因

子5は，先祖のお墓の場所,友人や幼馴染などの項目

の負荷量が大きいことから「地縁」とした．因子7
は，地域住民の人柄や近所付き合いなどの項目の負

か量が大きいことから「地域コミュニティ」と名づ

けた因子8は，寺院，神社があるや古くからの慣習

があるの項目の負荷量が大きいため，「歴史・慣習」

とした．同様にして，因子3は，「個人属性」，因

子6は，「通勤・通学環境」，とそれぞれ名づけた． 
 
 

表-5 因子分析結果(ハザードなし) 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 

 
(3) 共分散構造分析の結果と考察 
 ハザードエリアの種類によって,居住意向に影響

を与える要因を明らかにするために，共分散構造分

析を「ハザードエリアを含まない地域」，「土砂災

害警戒区域」，「洪水浸水想定区域」，「津波浸水

想定区域」の4パターンで行った．その分析結果を

図-8，図-9，図-10，図-11に示す．モデルの精度と

しては，全てのモデルにおいてCFI，TLIが0.9に近

い値を示し，RSMRが0.05より低い値となったため，

概ね良好な精度を得たと考える． 
 図-8のハザードエリアを含まない地域のパス図の

結果から，個人属性，利便性，快適性・安心・安全，

地縁に対する評価から居住意向へのパス係数がそれ

ぞれ0.116，0207，0.164，0.192となり，いずれのパ

ス係数もp値が0.01以下になったため，統計的に有

意であることが分かった．しかし，歴史・慣習と地

域コミュニティ対する評価から居住意向へのパス係

数及び，通勤・通学環境に対する評価から利便性へ

のパス係数は，いずれもp値0.05より大きい値とな

った．よって，第3章で前述した仮説のうち，仮説

1，仮説2，仮説3，仮説4，は支持され，仮設5，仮

説6，仮説7は支持されなかった．特に，その中で

も利便性に対する評価から居住意向へのパス係数が

0.244と最も影響を与えることが分かった．また，

利便性が最も居住意向に影響を与える地域は，ハザ

ードエリアを含まない地域のみであった． 
図-9の土砂災害警戒区域のパス図の結果から，利

便性，快適性・安心・安全，地縁，歴史・慣習に対

する評価から居住意向へのパス係数がそれぞれ0335，
0.488，0.744，-0.360となり，いずれのパス係数もp
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図-8 共分散構造分析(ハザードエリアを含まない地域) パス図 

値が0.01以下になったため，統計的に有意であるこ

とが分かった．しかし，個人属性評価から居住意向

へのパス係数及び，通勤・通学環境に対する評価か

ら利便性へのパス係数は，いずれもp値0.05より大

きい値となった．よって，第3章で前述した仮説の

うち，仮説2，仮説3，仮説4，仮設5は支持され，

仮設1，仮説7は支持されなかった．特に，その中

でも地縁に対する評価から居住意向へのパス係数が

0.744と最も影響を与えることが分かった．これは，

他の地域と比較すると，とても高い値となった．こ

のことから，災害の危険性を把握していたとしても，

人との繋がりを失いたくないから移転しないと考え

られる．また，歴史・慣習に対する評価から居住意

向へのパス係数が-0.360と負の値となった．つまり，

地域の歴史や慣習によって居住継続の妨げになって

いることが予想される． 
図-10の洪水浸水想定区域のパス図の結果から，

利便性，快適性・安心・安全，地縁，地域コミュニ

ティに対する評価から居住意向へのパス係数がそれ

ぞれ0.164，0196，0.262，0.187となり，いずれのパ

ス係数もp値が0.05以下になったため，統計的に有

意であることが分かった．しかし，個人属性と歴

史・慣習に対する評価から居住意向へのパス係数及

び，通勤・通学環境に対する評価から利便性へのパ

ス係数は，いずれもp値0.05より大きい値となった．

よって，第3章で前述した仮説のうち，仮説2，仮

説3，仮説4，仮設6は支持され，仮設1，仮説5，仮

説7は支持されなかった．特に，その中でも地縁に 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

対する評価から居住意向へのパス係数が0.262と最

も影響を与えることが分かった．また，他の地域と

比較すると地域コミュニティが居住意向に影響を与

えるという仮説6が統計的に有意であったのは洪水 
浸水想定区域地域だけであった．そのため，他の地

域よりも地域との繋がりが，居住意向に影響を与え

ていることがわかった． 
図-11の津波浸水想定区域のパス図の結果から，

利便性，快適性・安心・安全，地縁，に対する評価

から居住意向へのパス係数がそれぞれ0.261，0427，
0.296となり，いずれのパス係数もp値が0.05以下に

なったため，統計的に有意であることが分かった．

しかし，個人属性と歴史・慣習，地域コミュニティ

に対する評価から居住意向へのパス係数及び，通

勤・通学環境に対する評価から利便性へのパス係数

は，いずれもp値0.05より大きい値となった．よっ

て，第3章で前述した仮説のうち，仮説2，仮説3，
仮説4，は支持され，仮設1，仮説5，仮設6，仮説7
は支持されなかった．特に，その中でも快適性・安

心・安全に対する評価から居住意向へのパス係数が

0.427と最も影響を与えることが分かった．他の地

域と比較すると，地縁や地域コミュニティのような

人や地域との繋がりよりも快適性・安心・安全と利

便性の生活の質が居住意向に影響を大きく影響を与

えていることが分かった．これは，津波の危険性が

ある沿岸部は，中心市街地からの距離も遠く，公共

交通機関等も少ないため生活の質が居住意向に影響

を与えていると考えられる．  
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図-9 共分散構造分析(土砂災害警戒区域) パス図 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図-10 共分散構造分析(洪水浸水想定区域) パス図 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図-9 共分散構造分析(土砂災害警戒区域) パス図 
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5. おわりに 
 
 本研究では，居住地の災害ハザードエリアの種類

に着目して，居住継続意識に影響を与える要因を明

らかにすることを目的とした．Webアンケート調査

の回答者に「土砂災害警戒区域」，「洪水浸水想定

区域」，「津波浸水想定区域」の3つの災害ハザー

ドエリア判定を行った後，そのデータを用いて，因

子分析，共分散構造分析を行った．分析の結果とし

て，以下の知見を得られた． 
・ ハザードエリアを含まない地域は利便性に対

する評価が居住意向に最も大きい影響を与え

ており、次点で地縁の評価が居住意向に影響

を与えている 
・ 土砂災害警戒区域は他の地域に比べて地縁に

対する評価が居住継続性に非常に大きな影響

を与えている 
・ 洪水浸水想定区域は地縁に対する評価が居住

意向に最も大きな影響を与えている 
・ 洪水浸水想定区域のみ,地域コミュニティに対

する評価が居住意向に影響を与えている． 
・ 津波浸水想定区域は地縁の評価よりも生活の

質の評価が居住意向に影響を与えておりハザ

ードエリアを含まない地域よりそれぞれが与

える影響が大きい 
 
 以上のような結果から，災害ハザードエリアに住

む人の居住継続意識には，利便性や快適性・安心・

安全も大事だが，それ以上に地縁や地域コミュニテ

ィの影響が大きいことが分かった．そのため，この

ような地域には，移転促進を進めるだけでなく，新

規立地の抑制や防災対策の充実，ハザードマップの

周知等も同時に進めていかなければならない．また，

歴史・慣習に関しては，居住継続に正の影響を与え

る訳だけはなく，負の影響を与えてしまう場合もあ

ることが分かった．歴史や伝統，古い慣習をわずら

わしいと感じるような人もいるのではないかと考え

られる． 
 本研究では，災害ハザードエリアに着目して居住

継続意識に影響を与える要因について分析を行った．

しかし，これらの要因に加え，中心市街地からの距

離や中山間地域・沿岸部（漁村）地域であるなどの

別の地域要因も影響していることが考えられる．そ

のため，今後は新たに地域要因等の客観的なデータ

を追加して分析する必要があると考える． 
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